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農政の経済効果分析

一農業及び農家の所得形成シミュレーションー

小林弘明・黒柳俊雄
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1.はじめにー問題提起一

現在わが国では，農業保護政策ないし農業所得支持政策が広範囲にわたっ

て実施をされている。これらの日本農政は，本来昭和36年に制定された農業

基本法にもとずいている。つまり，選択的拡大，構造改善，自立経営農家の

育成がその主たる内容である1)。しかし今日自由化体制下において，従来の

米政策より有利なものの乏しいせいか，依然として米の過剰，兼業農家の増

大，自立経営農家の減少というように，農業基本法で意図した政策効果は上っ

ていない。そこではこれらの日本農政に対し，国の内外，特に圏内でも農業・

非農業のいずれからも多くの批判があるところである2)。すなわち，国際貿

易上，日本農政の保護貿易的性格を国際収支がらみで是正するよう求められ，

圏内では臨調で，日本農業の国際的低生産性と過保護を指摘されると共に，

日本農業の産業としての自立を要求されている。

日本農政の物的手段は当然，財政・金融である。財政支出の約 3分の 2は

農畜産物価格政策支出と土地政策支出であり 3) 金融は農林漁業金融公庫の

融資を中心とする制度融資である。日本の財政が100兆円にのぼる公債残高，

6兆円を超える税収不足などその危機的様相を示すなかで，行政改革は，農

1) 基本法農政の特質については，柏・坂本(1)参照。

2) たとえば，総合研究開発機構(2).叶 (3)を参照。

3) 黒柳(4 )参照。
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業に対し転作奨励金からの早期脱却，生産者米価の抑制，農家への奨励は中

核農家に焦点をあてること，食管制度のコスト逆ざやの縮小，生活環境施設

整備の抑制，生活改善普及事業の見直しなどをせまってきている。

当然のことながら，つねに農業・農民はもちろん，国民の厚生に対し，よ

り有効な農政の展開が要請されることは言うまでもない。そこでは農政の展

開による日本農業の非農業への貢献もさることながら，まず農政における従

来の個々の政策が農業・農家部門にいかなる経済効果をもたらしてきたかを

把握しておくことがその前提である。

本来，農政の農業・農家部門への経済効果とは，その資本形成，生産増，

生産性増大，所得形成，家計消費増，貯蓄形成といった農業・農家経済の成

長効果，そのほかに安定効果，所得再分配効果がある。しかしこれらを計量

的に把握した分析は少なく，ましてや個々の政策効果を比較検討したものは

極めて少ない。

本稿では，農業の生産構造はじめ，農業所得・農家所得の支持に対する個

別農政の効果比較という観点から，現在わが国で採用されている主要な農業

政策手段について，これらの経済効果をマクロ計量経済モデルを用いた政策

シミュレーミョンにより把握することを分析目的とする4)。具体的には土地

改良投資，制度融資，米価支持及び水田利用再編対策，その他の農産物価格

政策を政策変数とし，これらと農業所得形成に対し重要な影響を与えると考

えられる農業投入財価格とについて，その経済効果を乗数分析により把握す

るということである5)。

4) 農業ないし農産物市場を分析対象とする計量モデルは，これまでにも数多く作成され

ている。わが国については，唯是氏がこの分野に関し尼大な業積としている。唯是[5) 

は農産物需給に関する包括的かつ詳細な分析であり，そこでは1985年までの予測値が，

主要な内生変数について示されている。同様に将来予測目的とするものに，特定地峨

(東北地方)に関する東北農業試験場[6)がある。本稿での分析は，特定の農業政

策についてその経済効果を計量モデルにより把握しようとする，という点においてこ

れらの分析とは性格を異にする o

5) 政策効果の把握という問題意識にもとづく，計量モデルによるシミュレーション分析

には，浅岡・黒柳・高嶋[71.阿部・黒柳 [8).黒柳[9).黒柳[17).[18).黒柳・
阿部 [10).今井 [11)がある。 0)は北海道深川地域に関する事例分析であり.[8) 
はその改良型で，全国データによるものである。これらはいずれもクラインモデルI

を規範とした，農産物価格や農業投入財価格を明示的に取り扱わないものである。

2 
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なお本稿では，モデjレ簡単化のため，投入構造を各生産の中間投入にまと

め，固定資本の内容もプレークダウンしてはいな ~)o 政府との関係で租税関

数は特に考慮していない。貿易に関しては，輸入を explicitには扱っておら

ず，ただ implicitには各生産物価格に反映されているとみた。

以下次節では，作成する計量モデルが，取り扱われる政策変数との関連で

どのように機能するかそのフレームを示す。第3節では，モデルを構成する

構造方程式のスペシフィケーションと計測結果のインプリケーションについ

て述べる。第4節では，作成された計量モデルにもとづくシミュレーション

として乗数分析を行ない，それをもとに若千の考察を行なう。むすびでは，

本分析全体の総括と今後への展望を行なう。

2.分析モデルの概要

農業部門はその生産する作目により，水稲作部門，水稲作以外の耕種農業

部門及び畜産部門の 3つに分割する。農業国定資本ストック(農業用建物，

農機具及び動植物)については，農業部門についてひとつの変数しか考慮し

ておらず，生産活動の部門分割は中間投入と作付面積の配分とにより行なう。

農業所得(農業純生産)に関して.r農家経済調査jでは経常補助金が「農
外収入」として取り扱われているが6) ここでは，農業所得=市場価格表示

の農業純生産一(間接税ー補助金)とする，通常の国民所得概念に従っている。

農家の経済活動としての，農業非農業聞の労働力の配分と資本形成につい

ては，以下のような取り扱いをしている。労働力の配分は，自家農業への従

事と自家農業以外への従事とに分けて分析する7)。後者について，その内容

は考慮せず，賃金率を外生変数とし，この関数として把える。農家の資本形

成は，土地改良を除く農業固定資本形成が前述の農業部門で取り扱われるが，

他のもの(在庫投資及び住宅投資等の非農業投資)については本稿で取り扱っ

ていなし)0 また土地改良投資についても，政策変数として外生的に与えられ

6) 生産農業所得統計j(農林水産省)による「農業純生産」についても，水田利用再

編対策に伴う補助金が加えられていない。

7) 本稿で言う「農業就業人口」は， r農林業センサスj，r農業調査報告J(共に農林水産省)
にしたがう。したがって，自家農業以外で，雇用者として農業に従事する人数は， r非
農業就業人口」の中に含まれる。

3 
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る。

政策変数の効果の波及については，図 1のフローダイアグラムに示した通

りだが，以下で述べるような定式化を行なった，モデルで用いる変数の定義

を表1に示す。

i )土地改良投資

土地改良はかつて，その大半が水田に対して行なわれていたが，近年水田

へのシェアは減少したと考えられる(農林漁業金融公庫のシェアでみると 8)

昭和50年前後で70%程度であった)。また水田利用再編対策に伴い，水田が

米以外の作物の作付にも使用されていることから，モデルでは土地改良投資

の効果は， (耕種)農業全体に及ぶものとした。モデルでの定式化は，その

効果が農業固定資本形成(土地改良投資を除く)を通じて，農業の投入産出

活動に波及するように行った。土地改良投資が(耕種)農業の各部門の生産

水準に与える直接的な効果を，それぞれ識別はしていない。なお政策効果の

分析という本稿の目的に照らし，変数としての土地改良投資を公共事業によ

るもののみに限定し，農家の単独事業によるものは除外した9)。

ii )土地改良以外の農業固定資本形成に対する制度融資

ここでの制度融資とは，農林漁業金融公庫の資金と農業近代化資金とを加

えたものとした。制度融資は，農業固定資本形成のための農家の資金調達を

容易にすることから，農業における資本装備率の上昇に寄与したものと考え

られる。

モデルでは， i)とii)をともに，農業固定資本形成のシフト要因として投

資関数の説明変数とした。したがって，これらの農業全体に対する効果の質

的な差異は識別していない。

iii )米価支持

政策変数としての「米価支持」には，米価指数を用いた。米価に対する生

産者の反応は，稲作転換面積の決定に際して， 1 ha当補助金給付額のデフ

レーターとして用いられ，また農産物価格や所得の形成に影響する。

8) 農林漁業金融公庫『業務統計』による。

9 ) 土地改良投資金体に占める，農家の単独事業の割合は低い。直轄・補助事業を除く非

補助事業の割合は.r農業及び農家の社会勘定J(農林統計協会)によると，昭和45年
で8.1%. 54年で4.3%である。

4 
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iv)水田利用再編対策

生産調整割当と 1ha当補助金給付額の 2つを政策変数とし，それから作

付面積，中間投入，生産そして所得形成に波及するような特定化を行なった。

モデルにおいて，この部分はむしろ所得形成に対する撹乱要因として考慮し

たものである。

以上の政策変数と並んで，水稲以外の耕種農業生産物価格，畜産物価格及

び農業投入財価格といった価格政策の効果を breakdownしてみるべく，戦

略的に取りあげる。これらの効果の波及は以下で述べるような定式化を行

なった。つまりこれらは，生産額あるいは投入額を決定し，これにより農業

総生産が決定される際に重要な役割を果す。また畜産物価格については，飼

料投入量を決定するときに，価格反応が考慮をされている。

表 1-1 内生変数

~è 号 変 数 名 単 位 資料 備 考

AG'N 農業中関投入 昭50年度価格 10億円

CAF 農家家計消費 。 [1 J 

DPAG * 農業固定資本減耗 E寺 {面 10億円 [1J 耕地の災害額は含まない

FD'N 飼料投入 昭50年度価格 10憾円 (1) 

IAG 農業固定資本形成 " [lJ 土地改良投資を除く

KAG 農業固定資本エトッタ 。 [ 1 ) デフレーターは農業固定資本形成デフレーター

LAAG 作付延面積計 千ha [5 ) 

LAoT 水稲作耕以種外の作付面積
。 [5 ) 

LAR 水稲作付面積 。 (5) 

LA'.SA 稲作転換面積 " t~j 休耕および水田預託を含む | 

LAG 農業就業人口 千人 [2 J 

LNA 
農家の
非農業就業人口

。 (2) 

L'N 畜産生産額 昭50年度価格 lOf.意円 (1) 

OT 
水水稲稲耕作以種農以外農外業の耕業中の生種関産投額入

イシ

o T'N 。

R 水稲生産額 。

R'N 水稲作中間投入
。

RrCE 水稲生産量 千トン (5) 

KAG ((-1)+ [AG-KAG RTAG 
農業固定資本 昭50年度価格 10億円
ストックの除却

う
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表1-2 内生変数

E己 号 変 n 名 単 {立 資料 備 考

su事 経常補助金 H寺 {蘭 10億円 (1) 
水田利用再協捕にかかわる|
補助金

V"G 農業生産額計 Bil50年度価額 lOfJ意円 (1) R十OT+LlV

* 名目農業生産額計 時 f面 10億円 (1) V"G 

W" 農家の非農業所得 Bil50年度価格 10億円 (1) 

Y，(， 農業個人業主所得 " (1) 

Y" 
農家所得 " (1) 

YC 相対所得 指数% w/y刊 X100

測位
名目農業総生産 日寺 i面 10億円 (1) YG，c 

1人当農業
昭50年度価格 千円 Y，c/L" YAG 個人業主所得

農業生産額
昭50年度=100 (1) インプリシ y トデフレーター lP.r テ・プレーター

表 1-3 外生変数

~ê 下口7 変 数 名 単 f立 資料 備 考

EVA 土地改良投資 昭閃年度価格 10億円 (1) 昭35年度からの累積額

IFN() 制 度資金 " 
(1) 農業近代化資金を含む
3) デフレーターは Lr.に同じ

L，r 農家の有業人口 千人 LH; 十L"

LA.. IF 千ha LA，+LA，.，. 

SAc 生産調整書Jj当 か (4) 

SAsf 一助金 万fIl/ha I S U*/ LAぃ 」
7 
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~è 号 変 数 名 単 位 資料 備 考

‘院Z， 時 i薗 lOt章円 (1) 農業総生産の{也の精成項目

事

Z， か (1) 農業純生産の他のt育成項目

Z， 昭和50年度価格 10億円 (1) 
農家所得(受取)の他の楕成
項目

Pc 
民間最終消費

昭和50暦年=100 (6) 
支出デフレーター

p，却 農業投入財価格 昭和50年度=100 (1) 

P K 
農業固定資本
形成デフレーター " (1) インプリシ y トデフレーター

PLI r 畜産物価格 " (1) 

POT 
水稲耕作以外生の
種産物価格 " (1) インプリシ yトデフレーター

P. 米 {面 " (1) 

明P 1人当非農業所得 千円/人 W"IL，'A 

s 農業固定資本 RT，c/K，， (tー1)スト yフの除却率

資料(1 ) r農業及び農家の社会勘定j(農林統計協会)
(2) r農業調査報告j及び『農林業サンセスJ(農林水産省統計情報部)
(3) 農林漁業金磁公庫『業務統計j

(4) r転作の現状と今後の方向J(農林水産省農蚕園芸局監修)
(5 J r作物統計j(農林水産省経済局)
( 6 ) r国民経済計算年報J (経済企画庁編)

注)1.所得に関する変数のデフレーターは PC

2.データの推計
AGIN. RIN. OTINについて

農業部門を耕種部門と畜産部門(養蚕，農業サーヴィスを含む)に分け.(1)によ

る対応する生産額に昭和45年産業連関表6崎日門分類の投入係数を乗じ.( 1)による

中関投入額計との差を比率で補正し(この比率は最大で1.22.最小で0.88)，岡部門

の中関投入額とする。次に，各種の農業生産質調査(農林水産省)による作自ごと

の10a当中関投入と(5 )の対応、する作付面積とから，耕種農業部門の中間投入額

を求め，先に求めた値との差を比率で補正し(この比率は最大で1.28.最小で0.83)，

耕種部門の分割を行ない，RINとOTINを求めた。

R， OTについて

(1)の米生産額を (5)の総収穫量で除し. トン当米価を求め，これに (5)の水

稲生産量にかけRとし，差額を(1)の米以外の耕種農業生産額に加え OTとした。

8 



農政の経済効果分析

3.構造方程式のスペシフィケーションと計測結果のインプリケーション

表1.1-1.3にモデJレで使用する変数の変数名，変数名の定義及び資料

出所を示しである。データのうち，推計したものについては，その推計方法

を表下の注)に示す。

表2は求められたモデルの構造方程式体系である。方程式体系は，全部で

11本の計測式と17本の定義式とからなり， 28個の内生産変数を決定する。外

生変数及び先決内生変数の数は，それぞれ17個と 4個である o

計測期聞は稲作転換面積を決定する(2)式を除き，全て昭和40年から昭和54

年で，データは年度表示である。推定方法は単純最小 2乗法(ordinary 

least squares method )で，同時推定法は使用していない10)。

次に，主要な構造方程式のスペシフィケーションとその計測結果のインプ

リケーションについてまとめて述べることにする。

(1) 作付面積の決定

農業と非農業(自家農業とそれ以外)との受易条件を表わす変数として，

ここでは相対所得YCを制式のように定義した。 (1)式が作付面積の合計LAAG

を決定する推定式であり，LAAGの決定は民の I期以上の過去の値に対する

調整過程によりなされるとする o これはコイーク型の分布ラグを仮定したも

のとみなせるが，これにより，平均ラグは5.0期(年)， YCのLAAGに対す

る長期の影響を示す係数は10.6となる。平均ラグは，作付面積の調整が緩慢

にされることを示している。

稲作転換面積LAR'SAの決定は，政府による生産調整割当と 1ha当の

補助金給付額を生産者米価で評価した変数とにより説明する，一種の供給関

数により， (2)式のようにスベシファイした。その結果(2)式は，稲作転換の達

成率がその供給価格つまり 1ha当の補助金給付額に依存することを示して

いる。

(2) 農業固定資本形成

農業固定資本形成の決定は，本分析での重要な政策変数である土地改良投

資累積額11)と制度資金貸付額とをシフト変数として説明変数に加える投資

10) Kuh [I2)は. OLSの利点として，解釈が単純なことと，推定値が他の一致性をも

つ推定値と大幅にくい違うことなどがないこととを掲げている。 (16) も参照。
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関数(3)式としてスペシファイした。 (3)式は，農産物価格でデフレートした農

業総生産により最適資本ストックが決定されるとする能力原理型の投資関数

である12)。

(3) 投入行動と生産額の決定

農業で基本的な生産要素が，土地・労働・資本であることはいうまでもな

い。しかしモデルは資本と労働とを生産部門ごとに分割していないことから，

土地・労働・資本を明示的に説明変数に含む生産関数を特定化できなかっ

た。

そこで生産関数に次のようなリカーシヴモデルを想定し13) 土地と中間

投入とにより各部門の生産額を決定することとした。ただし，畜産部門につ

いては中間投入(飼料)のみによることとした。

Vを実質生産額，添字iは部門を示すものとして，生産関数を次のように

想定した。

(均，=fz，(ん山一1)，LAG1)
Vi=j戸(LAi，AGlN1 ) 

@ 

② 

しかし，資本と労働を各部門について考慮していないため，中間投入の部

11)土地改良の特性を考慮してこのようとE変数として取り扱った。類似の取り扱いは，黒

柳・浅岡 (3)，阿部・黒柳 (4)，に見られる。

12)能力原理型における最適資本ストック(期末残高)KDは，生産量 Vとの間で，次式
を想定する o kを資本係数として，

KD =kvn 
vnは来期の農業総生産の望ましい水準で，
pD=a十 bV(b>O)

を仮定し，部分調整モデルにより

K， -K，-l = Y (Kf -K，-!l 0 < Y < 1 
!=K，-K，-1+8K'-1 

が得られるはは除却率)。

これらにより基本式は，

!=akY +bkY Vー (Y-8)K，-1
(3)式では，計測期間の8の平均値0.17により，調整係数Y=0.29となる。

投資関係の分類及ひ'調整モデルについては， Kuh (12).馬場(I3).蓑谷 (14)を見よ。

また荏関津 (15)は，生産関数(稲)を計測することにより，インフレーション下で

の最適行動として，農業投資の分析を行なっている。

10 
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門間への配分は別の方法により行なった。つまり上記①式の部門別の推定は

行なわず，農業全体での中間投入 AGlNを(4)式により決定し，その部門間へ

の配分を(5)式， (6)式及び定義式仰により決定されるものとした。

上記②に対応する部門別の生産額は， (7)式， (8)式及び(9)式といった生産関

数により決定されるものとする。平均値の回りで計算された生産要素の弾力

性係数を，表3に示す。弾力性係数は，水稲作については， 0.853と土地に

ついて高く，水稲作以外の耕種農業については0.685と中間投入について高

いことを示している14)。

(4) 農業就業人口

農業就業人口は計測期闘を通じ，一貫して減少傾向にあるが，これには農

家人口の減少，作付面積の減少(農産物の供給反応にもとづく)及び農業固

定資本装備率の上昇による労働への代替という要因が考えられる。

モデルでは農家の労働力人口を所与として，これを(自家)農業就業と非

農業での就業とに配分する定式化を行なった。農業労働力需要は制式で決定

されるとした。すなわち仰)式は資本と労働の聞の代替関係を明示的に取り入

れているが，この資本ストック KAC(t-1 )の符号のマイナスについては，

資本装備の充実により労働力が減少したのか，労働力の減少により資本装備

の充実がなされたのか，という問題が残る。

しかしこのモデルでは，資本装備の充実が農業労働力の非農業部門への流

13)荏開津(15)は，稲の生産関数に次のようなリカーシヴモデルを採用している。
X=AV.S1-α 

S=BLsK8 

但し.X;産出量

v.経常投入量
S作付面積
L;労働投入量

K;資本ストック

14)関数型にコプ=ダグラス型を仮定したときの弾力性係数は下表のようになる。

表. ゴブ=ダグラス型生産関数による弾力性

LA， AG1N， R' d 

0.868 0.306 0.6646 2.395 

1.15 O. 7890 0.5お4

0.641 0.9∞9 1. 377 

11 
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出を可能にするという設定を行なっている。農業における所得の相対的低位

に対する農業就業の反応は先に決定された作付面積を通じて間接的に反映さ

れている。

以上で説明した構造方程式よりなるモデルのトータル及びファイナルテス

トの結果について，その評価基準となる平均誤差率M.E.R.と誤差率平方

和の平均平方根R.M.S.R.とを表4に示す。モデルの解法はガウス=ザイ

デル法により，収束基準を0.001%，内生変数の初期値にはその観測値をそ

れぞれ設定することにより行なった。

M.E.R.及びR.M.S.R. はそれぞれ次のように定義される。

I Yb;-Y〓¥
M.E.R.= "k トム~X lOO}

N戸 1¥ Yki ノ

R.M.S.R.= 
1 ぷ ( Yki- Yki" 唱ハハ¥2
Ni:"l¥ Yki ノ

(%) 

(%) 

但し，Nはサンプjレ数.Ykiは内生変数の推定値，Ykiは内生変数の観測値で，

添字iは年度，kは変数をそれぞれ示す。

いつくかの変数について良好な結果が得られていないことがわかるが，モ

デルの動学化による誤差の拡大は深刻なものではなく，一定方向への乗離も

認められなかった。

表-24者 造 方 程 式

LAAG= 1482.36-1.77040 YC十0.832585LAAG (t -1) 
(1.520)' (13.54)山

RZ= 0.9677 d= 1.420 

LAR'SA = -96.3346+0.834234 SAG +3.56665 SAs♂/ PR 
(8.345)山 (2.813)""

RZ= 0.9600 d= 2.57 [OLS 昭45-54]

IAG = -331.515-0.115740 KAG (t -1) +0.124712 YGAG"/ρ'AF 
(1.372)事 (2.907)山

+0.0647798 EVA十2.50624IFND
(3.082)山 (4.860)山

R Z= 0.9505 d= 2.176 

12 
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AG[N/LAG = 82.0100+0.487156 KAG(t -1)/LAG 
(23.52)山

(4) 

R2= 0.9851 d= 0.9714(*J 

R[N = -1271.02+0.341523 AG[N十0.281839LAR 
(7.665)山 (3.768)山

(5) 

R 2=  0.8659 d= 1.015[*J 

FD[N = -989.319十0.640604AG[N十4.19907PLlV/PAF (6) 
(9.179)山(1.273)

R 2=  0.9430 d = 0.8351 (*J 

R1CE = -2019.18+3.89017 LAR十6.25903R[N
(5.610)"噂 (3.501)"・

(7) 

R2= 0.6792 d= 2.493 

LIV=ー329.694+1.69235 FD[N 
(5.863)"・

(8) 

R 2=  0.7045 d= 0.4916(*J 

OT / LAoT = 364.999十1.95399OT[N / LAoT 
(1l.45)**・

(9) 

R2= 0.9029 d= l.398 

LAG = 5944.18+ 1.09797 LAAG -0.783566 KAG (t -1) (10) 
(3.625)'" (4.188)山

R2= 0.9572 d= 0.6622(*J 

DPA♂= -3.43817+0.154732 KAG (t -1). PK (t -1) (11) 
(30.48)山

R 2=  0.9851 d= 0.9714(ホ〕

(定義式)

YC=w/伯 G

LAR =LAR'IF -LAR'SA 

LAoT = LAAG -LAR 

4

4

4

M
可

ハ

出

刃

向

U
、

向

け

い

'

何

U、
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OTIN=AGIN-RIN -FDIN 

LNA ==LAF一LAG
RTAG = d . KAG (tー1)
KAG :=: KAG (t -1 ) + IAG -R九G
SU. ==SAsu.' LAR'SA 

VAG=R +LIV+OT 

VAG• =R 'PR +OT'PoT+LIV'PLIv 

YGAG• = VAC• -AGIN' PIN +Zl. 

YAG = (YGAG.-DPA♂+SU彰一Z♂) /Pc 

YAG = YAG / LAG 

WAF= W'LNA 

YAF= YAG十WAF十Z3

PAF = VAG• / VAG 

H
M叩

A
N
W
4
Hり
品

川

w

v

A凶
吋

品

川

町

d
H
Mつ
哨

市

山

'

品

引

叫

A
山
り

A
M叫

A
州

叫

吊

川

り

h

H

V

h
け

い

内

川

い

h
H
u
r

向
川
い

h
M
v
h
M
V
h
M
V
h
M
v
h
v
w
h
M
w
r
h
M
v
h
M
W

R = 0.265932' R1CE ~8) 

注) ( )内はパラメータのt値

* : 10 %水準で有意}
** 5%水準で・有意}計浪IJ式のパラメータ

*** ; 1%水準で有意 j
(*J 自己相関なしの帰無仮説が5%の有意水準で棄却されることを示

す。

(t-1) ;変数として前期の値が用いられる。

側式で， 0.265932は昭和50年度の生産者米価(100万円/トン)である。

表-3 平均値の回りの弾力性

作付面積(LA，)

0.853 

中関投入(AG，N，)

0.308 

1.15 

0.685 

R'CE (水稲)
L，v (畜産)
OT/LAoT (水稲作以外の耕種農業)
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表-4 適合度テスト

トータルテスト ファイナルテスト

~è 2ロ7 

E. M目 R. R. M. S. R. E.M. R R. M. S. R. 

RT"， ム0.00 O.∞ 1.01 2. 14 
判断

DP"， U. <16 6.34 1. 51 1.29 

LA R • S • 0.52 6.01 0.52 6. 01 
事

su 0.57 6.01 0.57 6. 01 

LA. O. 16 0.85 0.16 0.85 

AG" 0.76 4.16 1. 53 3. 59 

LA οT ム0.36 3.84 1. 25 6. 38 

R/N 1.39 5.02 2.90 5.25 

FDI.' 1. 36 7.92 2.34 6. 95 

OT1， 0.18 5.18 0.22 5.18 

RICE 0.52 3. 83 1.01 3.72 

R 0.52 3.83 1. 01 3.72 

LIV 2. 23 9.29 3.45 9. 48 

OT 0.23 6.09 0.73 6. 75 

V.G 0.54 3.23 1. 23 3. 52 

* V.G O. 72 3. 20 1. 42 3. 49 

P Af O. 19 0.42 0.20 0.44 

* YG，G 0.31 5. 44 1. 00 6.15 

I.G 0.48 7.50 0.27 7. 72 

K.G 0.17 1. 67 0.91 2. 17 

Y.G 0.34 7.57 1.12 8.39 

Y，G ム1.16 8. 67 ムO.72 8.54 

YC 1. 96 9.30 1. 49 弘03

LN .• ム2.10 4.25 ム2.13 4. 52 

L.G 1. 66 3. 40 1. 94 3. 86 

珂"F ム乙 10 4.25 ム乙 13 4. 52 

Y，F 3.64 4.62 3.65 4.53 

LAAG .6.0. 12 2.05 0.74 3. 50 

注) ムはマイナスを示す。
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4.乗数分析

本節では，前節で作成した計量モデルにもとづく乗数分析により，土地改

良，制度資金，各農産物価格及び農業投入財価格など各政策変数の投入産出

構造や農業所得形成に及ぼす影響を明らかにする。

累積乗数の計測を通じ分析を行なうが，これはある期間について，特定の

外生変数をその期間の全てについて 1単位だけ変化させ，ファイナルテスト

と同じ方法で求めた解(ディスタープド解)と，外生変数の値を変化させず

に求めた解(コントロール解)との聞の，内生変数の変化分として求められる。

この累積乗数は，各外生変数 l単位の変化が内生変数に及ぼす長期の効果を

示す。

さらに本稿では，単位や次元の相異にかかわりなく，外生変数の効果を比

較するために，外生変数の l単位変化によって示される累積乗数とともに，

外生変数の 1%変化によって示される弾力性表示の累積乗数を求める。弾力

性表示の累積乗数EDMは次式で定義される。

EDM = (DMki/yki) X1000 

(但し，DMは外生変数 1%の上昇による)

累積乗数， Yはコントロール解を示す。

コントロール解及びディスターブド解を昭和45-54年について求め(これ

は，構造方程式(2)の計測期間に依存している)，これにより乗数値を計算した。

表 5-12は，取り扱う外生変数の主要な内生変数に与える効果を示す。表

13-18は，弾力性表示の累積乗数であり，各内生変数ごとに示されている。

まず前者について検討する。

i )土地改良投資及び制度資金

これらの効果は，表5及び表6で示されるが，数値の違いを除き，ほぼ同

様の効果をもつことがわかる。農業生産にかかわる変数の全てに対して正の

効果をもち，農業所得(YAG，及び同 1人当の YAG) を増加させる。

ここで特徴的なことは，農業就業人口に対する効果が負で，農家所得の乗

数値が農業所得のそれよりも大きいことである。これは資本の労働に対する

代替関係を明示的に取り扱ったモデルの特性に依存する。乗数値の多くは，

最初の数期間増加し，以後安定する動きを示している。

16 
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農業所得に対する乗数値の増加の鈍化は，農業生産額に関する同様の動き

に先行している。これは農業中間投入に対する乗数値の増加というコスト要

因によるものと考えられる。

農業就業人口が減少しながら，農業の生産水準や農業所得は維持され，労

働生産性YAGが期待されたほどではないにしても上昇し，非農業所得の増加

を通じて農家所得全体では増加するという状況は，戦後わが国における農家

経済のひとつの特徴である。分析結果は，土地改良や制度融資という資本形

成を誘発する政策が労働生産性の上昇に寄与する一方で，農家労働力の非農

業での所得機会を増大するという，上のような状況をもたらしたひとつの要

因であることを示している。

ii )米価，他の農産物価格及び農業投入財価格

米価PRをはじめとするPOT，PLIVなど農産物価格の農業生産を増加させ

る効果及び、農業投入財価格PlNの逆の効果は，表7-10で示されるが，数期

間上昇し，以後ほぼ安定する動きを示している。

農業固定資本形成及び農業所得に対するこれらの効果は， 1-3期目に最

大値を示し，以後減少し，安定する動きを示している。

各農産物価格が農家所得を増加(農業投入財価格については減少)させる

効果は，急速に減少し，米価と水稲作以外の耕種農業生産物価格とについて

は期間の最後でマイナス符号が現われる。これらは，主として農業就業人口

LAGに対する正の(農業投入財価格についだは負の)効果，つまり非農業所

得に対する負の(正の)効果によるものである。

以上のように，農業生産額，農業所得及び農家所得に対する各農産物価格

及び農業投入財価格の効果は，後者について符号は逆であるが，ほぼパラレ

ルなものである。

部門別にみた農産物価格の効果については，作目聞の代替関係が十分に現

われていない。特に米価の効果は，水稲作以外の耕種農業生産額に対して最

も大きくなるという，不合理な結果となっている。これは資本ストックを部

門別に取り扱っていないことと，農産物の供給反応の不十分な取り扱いとい

う，モデルの特性によるものであり，この点に関しては，特に改善を必要と

する。
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iii)水田利用再編対策

生産調整割当及びそれに伴う 1ha当補助金の効果について，紙幅の都合

からその検討は割愛するが，結果について表11及び12に示す。

次に，弾力性表示の累積乗数について検討する。

農業所得(表13)，及び I人当農業所得(表14)に対する効果は，各農産

物価格及び農業投入財価格について大きな値を示している。農業投入財価格

の乗数値が，各農産物価格の乗数値に匹敵するかまたはそれを上回る結果が

出たのは，前者は農業生産部門に関し分割されているのに対し，後者は農業

生産全般にかかわるものだからである。しかしこの結果は，農業所得形成に

おける投入財価格の重要性を示すものである。土地改良投資，制度融資の農

業所得に対する効果は，農産物価格や農業投入財価格に比して小さいが

人当農業所得に対しては，農業就業人口に対する負の効果を通じ(表17)，

その差は小さくなる。

しかし実質農業生産額に対する効果では(表15)，土地改良投資や制度融

資は，農産物価格や農業投入財価格に匹敵する。

農業固定資本形成に対する効果は(表16)，投資関数の直接の説明変数で

ある土地改良投資，制度融資が最も大きい。また農業所得に対する効果との

相対的関係でみて，農業投入財価格の効果は，各農産物価格の効果に比して，

より大きなものになっている。

表-5 土地改良投資 10億円の増加

格ぞ AGIN R LIV OT VAG lAG YAG lIAG LAG YAF 
l 。 O. 。 。 O. 0.0648 。 O. 。 O. 

2 0.0274 0.0156 0.0297 0.0027 0.0480 0.0599 0.0097 0.0033 -0.0508 0.0786 

3 0.0482 0.0274 0.0522 0.0066 0.0862 0.0567 0.0203 0.0062 -0.0834 0.1424 

4 0.0670 0.0381 0.0727 0.0103 0.1212 0.0535 0.0300 0.0100 -0.1076 0.1939 

5 0.0795 0.0452 0.0863 0.0141 0.1456 0.0513 0.0349 0.0118 -0.1194 0.2195 

6 0.0837 0.0476 0.0907 0.0180 0.1563 0.0517 0.0441 0.0125 -0目1151 。目2278
7 0.0902 0.0513 0.0981 0.0209 0.1703 0.0512 0.0472 0.0136 -0.1147 0.2290 

8 0.0952 0.0541 0.1035 0.0250 0.1826 0.0508 0.0473 0.0133 -0.1135 0.2348 

9 0.1004 0.0571 0.1094 0.0279 0.1943 0.0508 0.0498 0.0147 -0.1098 0.2333 

L10 0.1063 0.0604 0.1161 0.0316 」一色2082 0.0498 0.0481 0.0150 -0.1102 LQ.2483 
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表-6 制度資金貸付額 10億円の増加

i格ぞ AGlN R L1V OT VAG lAG YAG YAG LAG YAF 
1 。 O. O. 。 。 2.5062 O. 。 O. 。
2 1. 0599 0.6025 1.1478 0.1049 1. 8552 2.3177 0.3754 0.1290 -1. 9638 3.0391 

3 1. 8662 1. 0608 2.0189 0.2558 3.3355 2.1918 0.7837 0.2404 -3.2273 5.51021 

4 2.5933 1. 4742 2.8129 0.40∞ 4.6871 2.0718 1. 1614 0.3873 -4.1615 7.5031 
5 3.0750 1. 7480 3.3383 0.5469 5.6332 1. 9838 1. 3490 0.4562 -4.6198 8.49261 
6 3.2364 1. 8397 3.5086 0.6976 6.0459 2.0009 1. 7075 0.4837 -4.4549 8.8122 

7 3.4891 1. 9834 3.7970 0.8074 6.5878 1. 9822 1. 8277 0.5264 -4.4390 8.86∞| 
8 3.6830 2.0936 4.0042 0.9650 7.0629 1. 9645 1. 8292 0.5167 -4.3904 9.0831 

9 3.8830 2.2073 4.2329 1. 0779 7.5182 1. 9660 1. 9264 0.5675 -4.2502 9.0268 

10 4.1138 2.3385 4.4916 1. 2223 8.0525 1. 9285 1. 8605 0.5792 -4.2633 9.6066 

表ー7 米価指数 1単位の上昇

快 AGlN R L1V OT VAG IAG YAG YAG LAG YAF 
l O. 6.1015 -4.6759 4.0330 5.4586 2.9885 58.6408 6.2202 O. 58.6408 

2 1. 8566 6.8686 -2.3326 6.2719 10.8079 3.0638 52.2333 5.4616 4.8871 45.6044 

3 3.5119 7.5379 -0.3974 8.4547 15.5952 3.0878 52.6095 5.4509 10.0577 37.8801 

4 5.0517 7.0641 1. 9460 9.5318 18.5418 2.6799 51. 3840 5.3114 14.5504 29.2107 

5 5.8646 5.9752 3.5659 10.3108 19.8518 2.4176 46.9452 4.8597 16.3995 21. 5866 

6 6.1165 5.4923 4.0258 11. 0883 20.6064 2.2790 45.6035 4.6092 18.1712 16.6240 

7 6.4213 5.4096 4.7015 11.1171 21. 2282 2.1948 43.6820 4. 3~01 19.6795 12.5057 

8 6.5732 5.4857 4.8980 11. 7449 22.1286 2.3517 41. 6242 4.3509 20.2948 8.0931 

9 6.9166 6.4061 5.5576 11.1438 23.1076 2.2993 39.0683 4口460 21. 8892 2.5002 

10 7.1700 6.6505 5.9260 11. 5126 24.0890 2.3758 38.6701 4.2319 22.0336 -1. 3629 

表-8 水稲作以外の耕種農業生産物 1単位の上昇

隊ぞ AGlN R LIV OT VAG IAG YAG YAG LAG YAF 
1 O. O. -4.9149 8.2050 3.2901 2.8361 61. 7888 6.5541 。 61. 7888 

2 1. 8236 1. 0366 -3.3044 11. 6386 9.3708 3.4044 63.2913 6.6414 5.3891 55.9815 

3 3.7749 2.1459 -0.8650 13.8404 15.1213 3.3671 61. 9232 6.4076 11. 9848 44.3715 

4 5.5174 3.1364 2.0222 13.7613 18.9199 2、8475 57.5906 5.8833 17.4471 31. 0030 

5 6.3790 3.6262 3.9598 13.1719 20.7579 2.5037 50.0758 5.0663 19.3595 20.1402 

6 6.5852 3. 7434 4.5596 13.1271 21. 4301 2.2502 46.0954 ι5078 20.8471 12.8485 
7 6.7812 3.3548 5.0851 12.8761 21. 8161 2.1852 44.3730 4.3404 21. 8108 9.3204 

B 6.8584 3.8987 5.2659 13.2285 22.3931 2.2742 41. 2309 4.1909 22.0267 4.8384 

9 7.0985 4.0352 5.5691 13.4440 23.0483 2.3904 42.2576 4.4113 23.1545 3.5756 

10 7.4007 4.2070 6.0187 I 13.9257 I 24.1514 2.4586 41. 6025 4.5651 23.5152 一1.1222

表-9 畜産物価格 1単位の上昇

際空 AGlN R LIV OT VAG IAG YAG YAG LAG YAF 。 。 9.3362 -9.9336 0.0973 1. 4224 34.5418 3.6640 O. 34.5413 

2 0.9526 0.5415 10.2608 -7.4763 3.3255 1.8340 36.5576 3.8346 3.1668 32.2621 

3 2.0448 1. 1624 10.8568 -5.1906 6.8286 1. 9291 37.5722 3.8977 7.1064 27.1649 

4 3.0905 1. 7562 10.5763 -2.7842 9.5489 1. 7425 36.8940 3.8059 10.6072 20.7298 

5 3.6874 2.0961 9.8332 -0.6779 11. 2514 1. 6315 33.4307 3.4392 12.0555 14.7894 

6 3.9407 2噌2401 9亀4554 0.4738 12.1694 1. 4948 31. 4762 3.1404 13.2523 10.3415 

7 4.1715 2.3713 9.4609 0.9033 12.7356 1. 4203 29.7141 2.9373 14‘1760 7.2565 

8 4.2806 2.4333 9.5426 1.4206 13.3965 1. 5782 29.2379 3.0463 14.4555 5.3544 

9 4.5537 2.5886 9.8703 1. 6392 14.0980 1. 6026 29.0776 3.0626 15.5850 3.0412 

10 4.8043 2.7310 10.0509 2.2721 15.0540 1. 6926 29.2317 3.2499 15.9716 0.2129 
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表一10 農業投入財価格 l単位の上昇

隊ぞ AG1N R LIV OT VAG IAG YAG lIAG LAG YAF 。 O. 0.0090 -2.3075 一2.298S 一7.3738一54.6166 -5.7933 。 -54.6166 
2 -3.6850 -2.0948 3.9859 一5.2014-11.2821 -7.1059 ー55.7644 -6.0180 一1.1316-54.2295 
3 -6.8123 -3.8725 -7.3681 -7.3968 一19.1374 6.7737 一57.1639 -6.2159 -4.9173 -49.9625 

4 -9.6234 -5.4705 -10.4105 -9.2979 -25.1789 -5.7742 一56.4904 -6.2932 -8.6386 -43.3260 

5 -11.0930 -6.3059 一12.0257-10.2265 -28.5581 -4.5896 -51. 4378 -5.8124 -10.4103 -35.3403 

6 -11.1502 -6.3384 -12.0882 一10.9646-29.3912 -4.1911 -48.8370 -5.3205 -13.4349 -27.4110 

7 -11. 3527 -6.4535 -12.3251 -11. 3123 -30.0909 -4.0589 -47.2907 -5.1451 -15.6152 -22.5531 

8 -11. 3981 -6.4793 -12.3960 -12.1095 -30.9848 -4.2557 -45.4830 -5.1104 16.7817 -17.7564 

9 -11. 7470 -6.6776 -12.7802 一12.5946-32.0524 -4.4651 -45.8714 -5.2421 -18.9846 -14.1558 

10 -12.2362 -6.9558 -13.2976 -13.5725 -33.8258 -4.5465 -46.1872 -5.5504 -19.7407 -10.3202 

表ー11 生産調整割当 1千haの増加

限 AGIN R LIV OT VAG IAG YAG YAG LAG YAF 
l 。 -1. 2366 一0.0069 0.7766 -0.4669 -0.0548 0.1138 0.0121 O. 0.1138 

2 -0.0220 -1. 2492 -0.0285 0.7748 -0.5028 -0.0512 0.0663 0.0046 0.0572 -0.0113 

3 -0.0391 -1. 2589 -0.0462 。7731 -0.5320 -0.0485 0.0541 0.0017 0.0944 -0.0842 
4 -0.0546 一1.2677 -0.0686 0.7772 -0.5591 0.0425 0.0448 0.0019 0.1226 -0.1420 

5 -0.0637 -1. 2728 -0.0726 0.7617 -0.5837 -0.0445 -0.0851 -0.0189 0.1332 -0.29101 

6 -0.0692 -1. 2760 -0.0751 。‘7445 -0.6065 -0.0483 -0.1892 -0.0306 0.1141 
7 -0.0792 一1. 2~16 -0.0889 0.7386 -0.6319 -0.0468 0.1805 -0.0292 0.0873 -0.3196 

8 -0.0861 一1.2856 -0.0882 0.7131 -0.6607 -0.0536 0.2594 0.0392 0.0691 -0.37361 

9 一0.0975 -1.2921 -0.1035 0.7156 -0.6799 -0.0512 -0.0957 -0.0161 0.0356 -0.15521 

10 -0.10431 -1. 2959 1 -01168 0.72691 -0.68581 -0.04431 -0.00901 -0.0046 0.0467 ー0.0940I 

表一12 1 ha当生産調整補助分 1万円(時価)の増加

両長 AGIN R LIV OT VAG IAG YAG lIAG LAG YAF 
l 。 9.9194 -0.0562 6.4713 -3.5043 0.4093 6.7235 0.7132 O. 6.7235 

2 -0.1043 -9.7249 -0.1497 6.7993 -3.0752 -0.3040 10.4439 l. 0843 1.1594 8.8713 
3 -0.0757 -92061 -0.1110 6.8810 -2.4361 -0.2055 9.9261 0.9832 2.8771 5.7126 

4 -0.0304 -7.9558 -0.0972 6.2783 -1. 7747 0.0941 8.4625 O. 7699 4.1796 2.0933 

5 0.0114 -6.0428 -0.0069 4.9621 -1. 0875 -0.0401 4.5564 0.2927 4.4883 -2.3839 

6 0.0435 -5‘2623 0.0472 4.3203 -0.8949 -0.0477 2.8973 0.1161 4.0874 -3.6212 

7 0.0372 -4.8788 0.0265 3.9564 -0.8959 0.0463 2.4590 0.0871 3.5796 -3.2117 

B 0.0277 -4.6098 0.0508 3.6309 -0.9282 -0.0798 1. 9536 0.0721 3.1101 -3.1849 

9 0.0029 -4司5640 0.0112 3.6651 -0.8877 -0.0640 4.2342 0.4134 2.7550 

10 0.0233 -4.6日43 0.0083 3.83851 -0.75741 -0.0322 4.5643 0.4787 2.9165 -0.7346 

表一13 YAGに対する外生変数の効果

陣要 EVA IFND SAG SAsu* PR POT PL/V PIN 
1 O. 。 0.2754 2.2200 31. 2364 35.9986 18.7830 -29.1033 

2 0.5021 1. 3185 0.3782 3.4740 28.5229 36.3888 21. 3250 -31.1939 

3 1.1293 2.7015 0.2948 3.4884 30.1.649 37.0060 23.2348 -33.0525 

4 1. 8077 3.9821 0.2328 2.9897 33.3687 41.4950 26.1695 -38.5246 

5 2.2877 4. 7630 -0.2992 1. 7026 38.5001 43.0047 27.9228 44.1776 

6 3.1720 6.2281 -0.5042 1. 0698 42.1959 42.7252 29.3945 -44.6243 

7 3.6592 6.8436 -0.4434 0.9167 43.4402 45.9039 28.2570 -45.2617 

8 3.9499 7.0532 -0.6022 0.7843 44.1857 41. 6025 28.0306 -45.1028 

9 4.4578 7.6261 -0.2985 2.4986 42.2634 45.1997 27.0094 -44.7653 

10 4.5820 7. 3722 1 O. 0267ーしむ82里 4l-E90 47.8296 27.0971 -47.2700 
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表ー14 YAGに対する外生変数の効果

隊ぞ EVA IFND SAG SAsu* PR POT PLlV PlN 
O. 。 0.0292 0.2355 3.3133 3.8185 1. 9924 -3.0871 I 

2 0.1725 0.4532 0.0349 0.3608 2.9852 3.8165 2.2425 -3.3685 I 
3 0.3487 0.8278 0.0143 0.3481 3.1405 3.8402 2.4266 -3.6018 I 
4 0.6146 1. 3269 -0.0062 0.2747 3.5288 4.3761 2‘7719 -~. 35~6 I 
5 0.8038 1. 6272 -0.0774 0.1170 4.2234 4.6263 3.0243 -5，1672 I 
6 0.9481 1. 7986 -0.0932 0.0469 4.5664 4.4771 3.1283 -5，0775 I 
7 1.1335 2.0268 -0.0800 0.0362 4.7055 4.8902 2.9700 -5.1739 

8 1. 2147 2.0641 -0.0956 0.0368 4.9516 4.4863 3.0560 -5.3066 I 
9 1. 4564 2.3483 -0.0507 0.2855 4.6898 5.0329 2.9268 -5.3153 

10 1. 6197 2.3698 -0.0095 0.3252 4.8396 5.6204 3.0731 -5.9087 

表一15 VAGに対する外生変数の効果

除虫 EVA IFND SAG SAsu* PR POT PUV PlN 
l 。 。 -1.1300 -1.1714 2.9284 1. 9261 -0.0541 -1.217自 l

2 2.4810 6.5155 -2.6679 -1. 0325 5.8716 5.4555 1. 8360 -6.0761 

3 4.8250 11. 4866 -2.7217 -0.8781 8.6816 8.8745 3.9369 -10.5766 

4 7.3736 16.0539 -2.7709 -0.6485 10.8107 11.6186 5.7227 -14.4494 

5 9.7618 19.9886 -2.0314 ー0.4647 12.6226 13.1905 7.2249 一17.8666

6 11. 5497 22.2583 -1. 6672 一0.3265 14.5442 15.5441 8.5768 -20.5935 

7 13.7079 25.0140 -1. 5668 -0.3940 16.3811 17.1623 9.7279 -22.9551 

8 15.9242 27.7033 一1.5839 -0、4781 18.6277 18.8981 10.9034 -25.4383 

9 18.3197 30.3975 -2.4291 -0.7503 20.8689 20.5791 11.9844 27.7947 

10 21. 2415 32.4267 -2.4918 I -0.6635 22.8627 22.9470 13.1163 -30.5739 

表ー16 IAGに対する外生変数の効果

時ぞ EVA IFND SAG SAsu* PR POT Puv FラN

1 3. 351~ 8.8019 -0.1327 -0.1368 1. 5983 1. 6575 0.7748 -3.9292 

2 3.5893 7.8339 -0.2974 -0.1021 1. 6801 1. 9637 1.0721 -3.9938 

3 3.9708 7.4318 -0.2619 -0.0762 1. 7806 2.0198 1.1955 -3.9545 

4 4.4702 8.0346 -0.2172 -0.0365 1. 7626 2.0705 1. 2400 -4.1558 

5 4.8786 8.1225 -0.1216 -0.0239 2.0534 2.2067 1. 3824 一ι4689

6 5.3254 8.3865 -0.0930 -0.0242 2.1695 2.1255 1. 4090 -4，2863 

7 5.7488 8.7013 -0.0832 -0.0235 2.2381 2.3036 1. 3610 4，2882 

B ~. 2319 8.9036 -0.1036 -0.0451 2.5639 Z.3364 1. 5284 -4.5653 

9 6.8933 7.7407 -0.2104 -0.0740 2.5435 2‘5955 1. 4990 -4，5702 

10 7.5297 6.9273 -0.1804 -0.0465 2.6382 2.8886 1. 5814 -4.9062 

表一17 LAGに対する外生変数の効果

様ぞ EVA IFND SAG SAsu* PR POT Fuv fうN

1 O. 。 O. 。 。 O. 。 。
z -2.6262 6.8969 0.1384 0.3844 2.6221 3.1616 1. 7293 -0.5814 

3 -4.6998 ー11.0949 0.4012 0.9579 5.4791 6.9751 4.0667 -2.661∞ 
4 -6.6718 -14.2257 0.5766 1. 4324 8，1533 10，3235 6.3296 -4.8010 I 
5 -8.3147 -16.5381 0.6429 1. 5551 9.6648 12.2439 7.6480 -6.0779 I 

6 -9町0842 -1ι7687 0.4956 1.4430 11. 8729 14.4266 9.1631 -8.6601 I 

7 一10.0989 -17.4270 0.3434 1. 2771 14.3791 16.4418 10.7750 ー11.0650

8 一11.0720 ー18.0343 0.2356 1.1211 16.1568 18.0606 11. 6694 ー12.7154

9 -11.8903 一18.2347 0.1l90 1. 0223 19.1486 20.2161 13.2962 ← 15，5988 

10 -13.2127 一17.8845 0.1915 1. 3052 20.4343 21. 7508 13.9572 ← 16.9345 
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表18 YAFiこ対する外生変数の効果

高長 EVA IFND SAG SAsu
事 PR I:OT PL/V PIN 

O. 。 0.2754 2.2200 31. 2364 35.9986 18.7830 -29.1033 

2 4.0643 10.6734 0.1905 2.9526 24.9662 32.1004 18.9794 -30.4054 

3 8.0121 18.9501 -0.2927 2.0855 22.1408 26.7910 17.2792 -29.1569 

4 11. 9749 25.6606 -0.6459 0.8069 20.9438 25.7630 16.5238 -31. 2083 

5 15町1447 30.3358 -1. 2933 -0.7020 23.5554 24.0720 16.0967 34.7794 

6 17、6594 32.9708 一1.2946 一1.2315 23.2610 19.7176 14.7812 -30.8132 

7 19.6579 34.4515 -0.9874 -1.1065 20.6609 19.8568 11.1873 -27.7326 

B 22.2431 36.8495 -0.9914 -1. 0679 17.4914 11. 7628 8.7504 -24.0944 

9 24.3218 38.0889 一0.4974 0.7906 10.2738 11. 4258 4.7968 一18.7059

10 28.5882 39.8666 -0.3213 0.4115 4.8519 8.3106 1. 7383 ー16.5017

5.結び

第2節で，財政投融資政策(土地改良投資及び制度融資)，米価政策及び

水田利用再編対策の政策変数と，米以外の農産物価格及び農業入財価格を外

生変数として含む，農業及び農家経済に関する計量モデルを提示した。第3

節でのモデルの適合度は，ある程度満足のいくものであったとは言え，改善

の余地は数多くある。農産物の供給反応，農業就業人口の決定あるいは，消

費や金融等農家経済に関して，より慎重な取り扱いが必要である。また，米

以外の農産物価格の外生的取り扱いについては，これを各種の価格政策や補

助金政策，農産物貿易，及び需要等その他の外生的要因にブレークダウンし

て分析する必要がある。

農業経済の動向は単に農業者の所得形成についてのみ重要性を有するわけ

ではなく，農産物市場さらには食料経済を通じて，国民経済全体に対しでも

何らかの影響を与えると考えられる。したがって今回の分析は，わが国の農

業政策が国民経済に波及する構造を計量的に把握するための第 1次接近とし

たい。

なお，今回の分析において，乗数分析の結果，重要な点とし次の 2つが指

摘される。

i)農業生産や農業所得に対する支持効果について，農産物価格とともに，

農業投入財価格の重要性が示された。石油危機以降わが国では，農業生産

資財価格の上昇による農家経済の圧迫ということが問題とされている。今

回の分析結果は，このことをある程度裏づけるものである。
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ii )農業所得支持効果という点で，財政投融資は，農産物価格や農業投入

財価格に劣る。しかし，財政投融資政策の有効性は農業固定資本形成，実

質農業生産額の支持という点に見い出すことができる。
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